
 

  
 

参考－12 

気  象  業  務  法  （抄） 
 

（昭和二十七年法律第百六十五号） 
最終改正： 平成二十九年五月三十一日（平成二十九年法律第四十一号） 

 
第一章 総則 

（目的） 
第一条 この法律は、気象業務に関する基本的制度を定めることによつて、気象業務の健全な発達を図り、

もつて災害の予防、交通の安全の確保、産業の興隆等公共の福祉の増進に寄与するとともに、気象業務に

関する国際的協力を行うことを目的とする。 
（定義） 
第二条 この法律において「気象」とは、大気（電離層を除く。）の諸現象をいう。 
２ この法律において「地象」とは、地震及び火山現象並びに気象に密接に関連する地面及び地中の諸現

象をいう。 
３ この法律において「水象」とは、気象、地震又は火山現象に密接に関連する陸水及び海洋の諸現象を

いう。 
４ この法律において「気象業務」とは、次に掲げる業務をいう。 
一 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表 
二 気象、地象（地震にあつては、発生した断層運動による地震動（以下単に「地震動」という。）に限

る。）及び水象の予報及び警報 
三 気象、地象及び水象に関する情報の収集及び発表 
四 地球磁気及び地球電気の常時観測並びにその成果の収集及び発表 
五 前各号の事項に関する統計の作成及び調査並びに統計及び調査の成果の発表 
六 前各号の業務を行うに必要な研究 
七 前各号の業務を行うに必要な附帯業務 

５ この法律において「観測」とは、自然科学的方法による現象の観察及び測定をいう。 
６ この法律において「予報」とは、観測の成果に基づく現象の予想の発表をいう。 
７ この法律において「警報」とは、重大な災害の起こるおそれのある旨を警告して行う予報をいう。 
８ この法律において「気象測器」とは、気象、地象及び水象の観測に用いる器具、器械及び装置をいう。 

第二章 観測 
（気象庁以外の者の行う気象観測） 
第六条 気象庁以外の政府機関又は地方公共団体が気象の観測を行う場合には、国土交通省令で定める技

術上の基準に従つてこれをしなければならない。但し、左に掲げる気象の観測を行う場合は、この限りで

ない。 
一 研究のために行う気象の観測 
二 教育のために行う気象の観測 
三 国土交通省令で定める気象の観測 

２ 政府機関及び地方公共団体以外の者が次に掲げる気象の観測を行う場合には、前項の技術上の基準に

従つてこれをしなければならない。ただし、国土交通省令で定める気象の観測を行う場合は、この限りで

ない。 
一 その成果を発表するための気象の観測 
二 その成果を災害の防止に利用するための気象の観測 

３ 前二項の規定により気象の観測を技術上の基準に従つてしなければならない者がその施設を設置した

ときは、国土交通省令の定めるところにより、その旨を気象庁長官に届け出なければならない。これを廃

止したときも同様とする。 
４ 気象庁長官は、気象に関する観測網を確立するため必要があると認めるときは、前項前段の規定によ

り届出をした者に対し、気象の観測の成果を報告することを求めることができる。 
（観測に使用する気象測器） 
第九条 第六条第一項若しくは第二項の規定により技術上の基準に従つてしなければならない気象の観測

に用いる気象測器、第七条第一項の規定により船舶に備え付ける気象測器又は第十七条第一項の許可を受

けた者が同項の予報業務のための観測に用いる気象測器であつて、正確な観測の実施及び観測の方法の統

一を確保するために一定の構造（材料の性質を含む。）及び性能を有する必要があるものとして別表の上

欄に掲げるものは、第三十二条の三及び第三十二条の四の規定により気象庁長官の登録を受けた者が行う

検定に合格したものでなければ、使用してはならない。ただし、特殊の種類又は構造の気象測器で国土交

通省令で定めるものは、この限りでない。 
２ 第十七条第一項の許可を受けた者は、気象庁が行つた観測又は前項の検定に合格した気象測器を用い
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た観測（以下この項において「本観測」という。）の成果に基づいて同条第一項の予報業務を行うに当た

り、本観測の成果を補完するために行う観測（以下この項において「補完観測」という。）に用いる気象

測器については、前項の検定に合格していないものであつても、国土交通省令で定めるところにより、本

観測の正確な実施に支障を及ぼすおそれがなく、かつ、補完観測が当該予報業務の適確な遂行に資するも

のであることについての気象庁長官の確認を受けたときは、同項の規定にかかわらず、当該補完観測に使

用することができる。 
第三章 予報及び警報 

（予報及び警報） 
第十三条 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、地象（地震にあつては、地震動に限る。第十六

条を除き、以下この章において同じ。）、津波、高潮、波浪及び洪水についての一般の利用に適合する予報

及び警報をしなければならない。ただし、次条第一項の規定により警報をする場合は、この限りでない。 
２ 気象庁は、前項の予報及び警報の外、政令の定めるところにより、津波、高潮、波浪及び洪水以外の

水象についての一般の利用に適合する予報及び警報をすることができる。 
３ 気象庁は、前二項の予報及び警報をする場合は、自ら予報事項及び警報事項の周知の措置を執る外、

報道機関の協力を求めて、これを公衆に周知させるように努めなければならない。 
第十三条の二 気象庁は、予想される現象が特に異常であるため重大な災害の起こるおそれが著しく大き

い場合として降雨量その他に関し気象庁が定める基準に該当する場合には、政令の定めるところにより、

その旨を示して、気象、地象、津波、高潮及び波浪についての一般の利用に適合する警報をしなければな

らない。 
２ 気象庁は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ関係都道府県知事の意見を聴かなければ

ならない。この場合において、関係都道府県知事が意見を述べようとするときは、あらかじめ関係市町村

長の意見を聴かなければならない。 
３ 気象庁は、第一項の基準を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
４ 前二項の規定は、第一項の基準の変更について準用する。 
５ 前条第三項の規定は、第一項の警報（第十五条の二第一項において「特別警報」という。）をする場合

に準用する。 
第十四条 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、地象、津波、高潮及び波浪についての航空機及

び船舶の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。 
２ 気象庁は、気象、地象及び水象についての鉄道事業、電気事業その他特殊な事業の利用に適合する予

報及び警報をすることができる。 
３ 第十三条第三項の規定は、第一項の予報及び警報をする場合に準用する。 
第十四条の二 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、津波、高潮及び洪水についての水防活動の

利用に適合する予報及び警報をしなければならない。 
２ 気象庁は、水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第十条第二項の規定により指定された河川につ

いて、水防に関する事務を行う国土交通大臣と共同して、当該河川の水位又は流量（氾濫した後において

は、水位若しくは流量又は氾濫により浸水する区域及びその水深）を示して洪水についての水防活動の利

用に適合する予報及び警報をしなければならない。 
３ 気象庁は、水防法第十一条第一項の規定により指定された河川について、都道府県知事と共同して、

水位又は流量を示して洪水についての水防活動の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。こ

の場合において、同法第十一条の二第二項の規定による情報の提供を受けたときは、これを踏まえるもの

とする。 
４ 気象庁は、水防法第十一条の二第二項の規定により提供を受けた情報を活用するに当たつて、特に専

門的な知識を必要とする場合には、水防に関する事務を行う国土交通大臣の技術的助言を求めなければな

らない。 
５ 第十三条第三項の規定は、第一項から第三項までの予報及び警報をする場合に準用する。この場合に

おいて、同条第三項中「前二項の予報及び警報をする場合は、」とあるのは、「第十四条の二第一項から第

三項までの予報及び警報をする場合は、それぞれ、単独で、水防に関する事務を行う国土交通大臣と共同

して又は都道府県知事と共同して、」と読み替えるものとする。 
６ 第二項又は第三項の規定により予報及び警報をする国土交通大臣又は都道府県知事については、第十

七条及び第二十三条の規定は、適用しない。 
第十五条 気象庁は、第十三条第一項、第十四条第一項又は前条第一項から第三項までの規定により、気

象、地象、津波、高潮、波浪及び洪水の警報をしたときは、政令の定めるところにより、直ちにその警報

事項を警察庁、消防庁、国土交通省、海上保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話

株式会社又は日本放送協会の機関に通知しなければならない。地震動の警報以外の警報をした場合におい

て、警戒の必要がなくなつたときも同様とする。 
２ 前項の通知を受けた警察庁、消防庁、都道府県、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会

社の機関は、直ちにその通知された事項を関係市町村長に通知するように努めなければならない。 
３ 前項の通知を受けた市町村長は、直ちにその通知された事項を公衆及び所在の官公署に周知させるよ
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うに努めなければならない。 
４ 第一項の通知を受けた国土交通省の機関は、直ちにその通知された事項を航行中の航空機に周知させ

るように努めなければならない。 
５ 第一項の通知を受けた海上保安庁の機関は、直ちにその通知された事項を航海中及び入港中の船舶に

周知させるように努めなければならない。 
６ 第一項の通知を受けた日本放送協会の機関は、直ちにその通知された事項の放送をしなければならな

い。 
第十五条の二 気象庁は、第十三条の二第一項の規定により、気象、地象、津波、高潮及び波浪の特別警

報をしたときは、政令の定めるところにより、直ちにその特別警報に係る警報事項を警察庁、消防庁、海

上保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社又は日本放送協会の機関に通知

しなければならない。地震動の特別警報以外の特別警報をした場合において、当該特別警報の必要がなく

なつたときも同様とする。 
２ 前項の通知を受けた都道府県の機関は、直ちにその通知された事項を関係市町村長に通知しなければ

ならない。 
３ 前条第二項の規定は、警察庁、消防庁、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の機関

が第一項の通知を受けた場合に準用する。 
４ 第二項又は前項において準用する前条第二項の通知を受けた市町村長は、直ちにその通知された事項

を公衆及び所在の官公署に周知させる措置をとらなければならない。 
５ 前条第五項の規定は海上保安庁の機関が第一項の通知を受けた場合に、同条第六項の規定は日本放送

協会の機関が第一項の通知を受けた場合に、それぞれ準用する。 
（予報業務の許可） 
第十七条 気象庁以外の者が気象、地象、津波、高潮、波浪又は洪水の予報の業務（以下「予報業務」と

いう。）を行おうとする場合は、気象庁長官の許可を受けなければならない。 
２ 前項の許可（以下この章において「許可」という。）は、予報業務の目的及び範囲（土砂崩れ（崖崩れ、

土石流及び地滑りをいう。以下同じ。）、高潮、波浪又は洪水の予報の業務（以下「気象関連現象予報業務」

という。）をその範囲に含む予報業務の許可にあつては、当該気象関連現象予報業務のための気象の予想

を行うか否かの別を含む。第十九条第一項及び第四十六条第三号において同じ。）を定めて行う。 
３ 噴火、火山ガスの放出、土砂崩れ、津波、高潮又は洪水の予報の業務（以下「特定予報業務」という。）

をその範囲に含む予報業務の許可については、当該特定予報業務に係る予報業務の目的は、第十九条の三

の規定による説明を受けた者にのみ利用させるものに限られるものとする。 
（警報の制限） 
第二十三条 気象庁以外の者は、気象、地象、津波、高潮、波浪及び洪水の警報をしてはならない。ただ

し、政令で定める場合は、この限りでない。 
（予報及び警報の標識） 
第二十四条 形象、色彩、灯光又は音響による標識によつて気象、地象、津波、高潮、波浪又は洪水につ

いての予報事項又は警報事項を発表し、又は伝達する者は、国土交通省令で定める方法に従つてこれをし

なければならない。 
第三章の二 気象予報士 

（試験） 
第二十四条の二 気象予報士になろうとする者は、気象庁長官の行う気象予報士試験（以下「試験」とい

う。）に合格しなければならない。 
２ 試験は、気象予報士の業務に必要な知識及び技能について行う。 
（試験の一部免除） 
第二十四条の三 試験を受ける者が、予報業務その他国土交通省令で定める気象業務に関し国土交通省令

で定める業務経歴又は資格を有する者である場合には、国土交通省令で定めるところにより、試験の一部

を免除することができる。 
（気象予報士となる資格） 
第二十四条の四 試験に合格した者は、気象予報士となる資格を有する。 
（指定試験機関の指定等） 
第二十四条の五 気象庁長官は、その指定する者（以下「指定試験機関」という。）に、試験の実施に関す

る事務（以下「試験事務」という。）を行わせることができる。 

２ 指定試験機関の指定は、試験事務を行おうとする者の申請により行う。 
３ 気象庁長官は、指定試験機関の指定をしたときは、試験事務を行わないものとする。 
（指定の基準） 
第二十四条の六 気象庁長官は、他に指定試験機関の指定を受けた者がなく、かつ、前条第二項の申請が

次に掲げる基準に適合していると認めるときでなければ、指定試験機関の指定をしてはならない。 
一 職員、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の実施に関する計画が試験事務の適

正かつ確実な実施のために適切なものであること。 
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二 前号の試験事務の実施に関する計画を適正かつ確実に実施するに足りる経理的基礎及び技術的能力

があること。 
三 試験事務以外の業務を行つている場合には、その業務を行うことによつて試験事務が不公正になる

おそれがないこと。 
２ 気象庁長官は、前条第二項の申請をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、指定試験機関の

指定をしてはならない。 
一 一般社団法人又は一般財団法人以外の者であること。 
二 この法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることが

なくなつた日から二年を経過しない者であること。 
三 第二十四条の十六第一項又は第二項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から二年を経

過しない者であること。 
四 その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があること。 
イ 第二号に該当する者 
ロ 第二十四条の九第三項の規定による命令により解任され、その解任の日から二年を経過しない者 

（指定の公示等） 
第二十四条の七 気象庁長官は、指定試験機関の指定をしたときは、指定試験機関の名称及び住所、試験

事務を行う事務所の所在地並びに試験事務の開始の日を公示しなければならない。 
２ 指定試験機関は、その名称若しくは住所又は試験事務を行う事務所の所在地を変更しようとするとき

は、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を気象庁長官に届け出なければならない。 
３ 気象庁長官は、前項の規定による届出があつたときは、その旨を公示しなければならない。 

第五章 検定 
（検定の有効期間） 
第三十一条 構造、使用条件、使用状況等からみて検定について有効期間を定めることが適当であると認

められるものとして国土交通省令で定める気象測器の検定の有効期間は、その国土交通省令で定める期間

とする。 
第六章 雑則 

（交通政策審議会への諮問等） 
第四十三条の二 交通政策審議会は、気象庁長官の諮問に応じ、第三条各号に掲げる事項その他気象業務

に関する重要事項を調査審議する。 
２ 交通政策審議会は、前項に規定する事項に関し、関係行政機関に対し、意見を述べることができる。 
（経過措置） 
第四十三条の三 この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃するときは、その命令で、その制定又

は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）

を定めることができる。 
（国土交通省令への委任） 
第四十三条の五 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のために必要な手続その他の事項は、国

土交通省令で定める。 
第七章 罰則 

第四十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 
一 第二十四条の十第一項の規定に違反してその職務に関して知り得た秘密を漏らした者 
二 指定試験機関が第二十四条の十六第二項の規定による試験事務の停止の命令に違反した場合におけ

るその違反行為をした指定試験機関の役員又は職員 
三 センターが第二十四条の三十三において準用する第二十四条の十六第二項の規定による第二十四条

の二十九に規定する業務の停止の命令に違反した場合におけるその違反行為をしたセンターの役員又

は職員 
四 登録検定機関が第三十二条の十三第二項の規定による検定事務の停止の命令に違反した場合におけ

るその違反行為をした登録検定機関の役員又は職員 
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